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エコファーマーネットワーク通信
〈No.12〉

エコファーマー 2013年3月

☆桜の便りが次々に聞かれる季節、全国エコ
ファーマーネットワーク会員の皆様方には
営農活動の本格化で大変お忙しいことと存
じます。当ネットワークの活動も本年４月
からは５年目を迎えます。皆様に一層役立
つ活動を進めて行くこととしています。
☆	当ネットワーク活動は、23年度までの
農林水産省の補助事業「エコファーマー
ネットワーク整備事業」により、22年
９月に設立され、全国交流会や全国各地
での現地研究会、技術研究会等を開催
して普及啓発活動を実施してきました。	
　その結果、会員数53団体、約2,500件（25
年１月末現在）の農業者や農業生産法人等
が加入する組織となりました。まだまだ会
員が少ない組織ですが、全国21万件のエ
コファーマーの方々に是非加入して頂き、
支援者とともに手をたずさえ、環境を守り
環境保全型農業を育てていくことを目標に
活動することとしています。
☆	このため、前号のエコファーマーネット
ワーク通信で紹介しましたが、昨年12月
より、「我が国の農業が環境と調和した持
続可能な農業として国民の支持を得られる
よう、環境保全型農業を育てるネットワー
ク活動をPRする」ことを目的に、ネット
ワークのシンボルマークを制定し、利用を
開始したところです。（利用を希望される
方は、全国エコファーマーネットワークの
ホームページをご覧ください。）
☆	25年１月29日に閣議決定されました25年
度の農林水産省の予算について紹介しま

す。農林水産予算の総額は、22,976億円で
24年度予算額と比べると、国土強靱計画
による公共事業費が大幅に増加し1,249億
円、105.7％の増となっています。しかし
ながら、環境保全型農業等の推進に係る非
公共事業の予算は24年度より減少し、エ
コファーマーネットネットワーク活動の支
援に関する予算は24年度と同様に要求さ
れていません。
☆	25年度予算の中で、エコファーマー等の
農業者に関するものとして、自民党が政権
交代前から提唱していました農業の多面的
機能（農村で農業が継続して行われること
により、私たちの生活に色々な『めぐみ』
を与える機能を農業のもつ多面的機能と呼
んでいます。）を評価した「日本型直接支
払い」及び新たな経営所得安定制度を中
心とする「（農業の）担い手総合支援」の
制度設計に向けた調査費として、15億72
百万円が新たに要求されています。
☆	今回の通信では前号に引き続き、昨年１
月12～13日に埼玉県熊谷市で開催されま
した「エコファーマー全国交流会」での埼
玉県の（農）埼玉産直センター代表理事の
木村様の「消費者との絆で築いた安心農産
物生産体制の構築」の事例発表要旨と現地
研究会で現地視察を行いました「マルチ
ファーム（代表・福島様（全国エコファー
マーネットワーク幹事）の経営概要」を掲
載しましたのでご覧ください。
〈全国エコファーマーネットワーク事務局〉
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エコファーマー

１　埼玉産直センターの概要

　埼玉産直センターは、深谷市に本部事務所
を設けて、深谷市、本庄市、熊谷市、上

かみさとまち

里町、
美
みさとまち

里町の３市２町の生産者が集まって産直活
動を行うことを目的としています。
　埼玉産直センターのある深谷市は、関東の
２大河川の利根川と荒川に挟まれ、土壌条件
に恵まれた地域で、農業が盛んな地域であり
ます。深谷市の隣の熊谷市は日本で最も暑い
ところと言われており、深谷市は夏暑く、冬
は非常に寒いところです。しかし、冬は晴れ
間が多く寒いことから日照条件に非常に恵ま
れハウス等による施設栽培が非常に盛んな土
地柄です。
　埼玉県は、農業が盛んな県ですが、特に深
谷市は非常に農業が盛んで埼玉県内でも生産
量が第１位の品目があり、深谷ネギをはじ
め、ブロッコリー、キュウリ、トマト、トウ
モロコシ等の野菜生産が盛んなところであり
ます。私も現在、ミニトマト1,000坪の専業

埼玉県（農）埼玉産直センター　　　
代表理事　木村　友一

農家として、安心・安全な野菜を消費者に届
けています。
　埼玉産直センターの売上高は、現在関連事
業も含め27億円弱あり、約85％は生協への
販売で、その他地元の大手量販店へ販売して
います。また、仲買業者への直接取引が約
15％です。特徴としては、産直で直接消費者
に野菜を届けることで、これに必要な色々な
施設等を組合員の出資金等で整備し、現在も
施設を造っております。なお、センターは、
出資金7,766万円（2010年度末）、組合員数
227人（平均年齢59歳）、職員９名、パート
59名で、各種の加工事業も行っています。

２　安全農産物の産直活動に向けて

　産直センターの設立は1973年です。設立
した1970年代初頭の日本は高度経済成長の
時代で、日本がこれからどんなふうに進む
か、皆さんが前向きで取り組んでいる時代で
した。しかし今の中国ではありませんが、公
害問題が発生していました。また、食品添加
物の問題等が発生しており、消費者運動の中
では、公害に対する不安が非常に高まってい
ました。我々の農業でも、化学肥料や化学合
成農薬に頼りすぎた農業が主流となっていま
した。一方、農業を始めて何年もたたないの
に連作障害が発生するなどの状態が続いてい
ました。
　そこで、このような状態ではいけないと考
え、５人の仲間と共に、土を大事にした農業
への取組をしようと、現在も取引している生
協と出合い、産直を始めました。当時、野菜
の産直は多くなく、内容もはっきりしたもの
ではありませんでした。生協との取引を続け
ていく中で、多くの消費者に支持され、当セ
ンターの組合員も増えて、集出荷センター等
の施設を建設していきました。施設の建設

消費者との絆で築いた　　
安心農産物生産体制の構築

埼玉産直センター
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は、産直活動を通じて、自分達に必要な施設
等は自分達の力で作って行くとの意識の下
で、肥料センター、予冷庫、直売所等の施設
を建設してきました。
　直売所は、広さが10坪と小さいものです
が、私達は、多くの組合員は専業で、キュウ
リを栽培している人、ネギを栽培している
人、トマトを栽培している人と、一つの品目
を中心に栽培している組合員が多くなってき
て、自分が栽培していない野菜については同
じ組合員の野菜が食べたいという思いと、地
域の方々に自分達の野菜を食べてもらいたい
との思いから、少量を庭先で売る感覚で建設
しました。まだ建設後５年ですが、売上額は
4千万円を上回っており、野菜の味、生産者
の想いが地域の人々に伝わってきていると感
じています。

３　産直センターの運営方法

　特徴は、組合員である生産者が主体になっ
て、一つ一つを自分達のこととして取り組ん
でい行くことです。色々な取組に組合員自身
が積極的に参加するようにしていることがセ
ンターの運営に当たっての一番の特徴です。
　組織運営は、ややもすると役員に頼り、任
せきりになりがちですが、自分達の組織であ
り、自分達が守らないで誰が守るんだ、そう
いう思いがなくては、これからの産直活動、

組織は生きていけないと思ってます。役員だ
けに任せず自分達が経営するという想いがす
ごくあります。
　センターは、どこにでもある通常の農事組
合法人ですが、特徴的なことは、研究開発
部、加工部、資材部も設けていることです。
これは生産者を支援する組織として、非常に
重要な組織で、生産者が一人ではできないと
ころをセンターで取り組んでいます。研究開
発部は、肥料の製造施設を管理運営してい
まいす。この他にGAP（Good Agricultural 
Practice＝農業生産工程管理）とか、農薬管
理とか、そういった栽培技術上の問題の相談
窓口となっています。また、加工部はパック
センターとセットセンターを運営し、野菜の
加工やパック詰めを行う組織で、組合員が生
産に専念できる体制を整備しております。さ
らに、資材部は、生産者が使用する諸資材を
共同購入し、通常より安く仕入れています。
我々が使ってる資材が地域では一番安いと感
じられることがセンター一人一人の力を結集
した成果だと思っています。
　センターが産直活動をする基本理念とし
て、「食べる人の立場になって生産し供給す
る。」ということを掲げております。今まで
の農家は、どちらかというと「作るだけの人」
が多かったのですが、これからは作るだけで
はなく、食べる人のことも考えないと最終的
に支持されないし、お互いに発展できないと
考えています。これは、消費者に信頼される
農業者、消費者の期待を裏切らない農業者で
あることをいつも心がけるということです。
産直運動は、作る人と食べる人の相互理解が
基本であり。「産直運動」と書いたのは、自
分達のことだけではなく、地域のこと、国の
ことも考えて産直を、との想いからこの理念
を常に大事にしているわけです。
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４　安全・安心な農産物生産に向けて

　安全・安心とは何でしょうか。安全は当た
り前です。安心はどうでしょう。平成23年
の福島原発事故の中で起きた放射能汚染の問
題で、確かに安全でない食料は出荷していま
せんが消費者は安心していません。
　このミスマッチはどこにあるのでしょう
か。安心の言葉にありますように心の問題で
すが、そこを確認できない。常に不安があっ
て、消費者が放射線の線量計を持って町の中
をあちこち歩いて、「ここは少し高かった」
「ここは低いから、こっちの道を通ろうかな」
とか、そんなことばかり考えているのではな
いでしょうか。食べ物に対しても、西日本の
農産物は安心ではないかと、根拠のないこと
を言っている。それは、どこの農産物が安心
だという情報が一番欠けているのではないか
思っています。
　私達は、消費者に安心感を与えるためには
どうしたらいいかを常に考え、まず消費者に
お願いすることは、「産地に来て、見て下さ
い」、「農産物が育つところを見て下さい」と
常に消費者に言っています。
　産地に来て頂いて、その場その場で感じた
ことを言ってもらえれば、我々は真摯に対応
し、それに対する回答は十分できませんが、
応えることはできます。常にそういった対応
を行っています。
　私達のところには、年間2,600名程度の消
費者が訪れて来ますが、多くの消費者は全て
生産地を知ってるわけでなく、生協や、量販
店を通じて知り、産地に来てみて、びっくり
しています。畑を見て、「あの野菜はこうし
て出来ているのか」と感じ、また「こういう
ふうに一生懸命作られているので、美味しい
訳が分かります」と言ってくれます。こいう

ことが我々にとってもすごく励みになるし、
褒められると嬉しいものです。
　農業を一生懸命続けるためには、消費者に
産地に来てもらい、褒めてもらうことが励み
なります。こういった体験を通して、消費者
も賢くなるし、我々生産者も、喜びを得て一
生懸命に生産する、そんな関係ができていく
と考えています。
　また、生産者は当然、農作業を一生懸命す
ることは重要ですが、その他に消費者のとこ
ろに行って、農業の現場を説明することも非
常に大切です。我々生産者は、あまりうまく
は喋れませんが、野菜等を作っていることに
関してはよく喋れるので、消費者のところへ
行って積極的によく喋ったり説明するように
しています。

５　農産物の販売に向けて

　販売活動ですが、取引先の店舗に行って一
緒に販売することがあります。販売すること
の難しさや店舗にお客さまを呼び込むのがい
かに難しいかを体験しますが、我々農業者も
こういう体験が必要だと思ってます。このよ
うな積み重ねによって、安心が生まれてくる
ものと実感しています。
　一方、自分達から情報発信をしないと駄目
だと考えています。いくら私達が良いことを
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言っても、これらの情報を発信しないと消費
者には伝わらない。私達は、ホームページ
とか、「あさつゆノート」というものを作っ
て、自分達が販売する野菜の中に、入れて、
今こういう野菜ができてることを知らせてい
ます。こういった情報発信がすごく重要だと
思っています。この「あさつゆノート」は、
生産者自ら編集しています。生産者の方々
は、字を書くのが苦手だと言っていますが、
これを続けていくことで消費者との繋がり一
つ一つが前へ進んでいくと思っています。

６　エコファーマーへの取組

　安心農産物づくりの取組としては、組合員
全員がエコファーマーを取得しています。以
前は３割ぐらいの人がエコファーマーを取っ
ていましたが、今では全員が取得していま
す。センターが発足して30年ほど経ちます
が、全員がエコファーマーを取得する意味
は、次のステップへ歩みを進めるにはどうし
たらいいのかを考えるためでした。もう一
度、生産し販売している現状を把握し意識の
統一と改革を進めるためにも必要なことだと
考えました。
　この中で、これからは環境面にも配慮した
取組を強化しようという意味での共通認識を
持つためには、全員のエコファーマー化の取
組がすごく重要だと考え、行政の力も借りな
がら、全員が取得しました。
　その中で、私達の独自で有機肥料工場を持
ち、基本的に化学肥料は使用していません。
有機質肥料を基本に使って栽培した方が持続
的な農業を続けていけると考え、自分達でボ
カシ肥料の工場を建設し、作付作物に応じた
肥料を作って生産者に配布・販売しています。
現在、センターには、トマト部会とかキュ
ウリ部会とか約30品目の部会がありますが、

活動の活性化と部会内で技術の共有化が必要
と考えています。
　太陽熱処理とか捕虫紙などは、30年以上
前から取り組んでいます。一つ一つの技術は
たいした技術でないのですが、こういう技術
を長く続けてきたことがすごく重要で、長く
続けて行くことは、それなりの努力もありま
すも、良い結果となっています。
　また、産直会議というものを設けて開催し
ています。取引先の生協等の方々に集まって
もらい、これから半年先の作付計画、販売計
画、販売単価等の大枠をこの会議で決めてい
ます。半年先までの大枠の取引量等を決め、
それに基づいて、我々が作付計画を再度練り
直しながら行っています。この会議は、年２
回やっており、30年間継続し開催していま
す。重要なことは、色々な取引先が一堂に集
まってやることによって、取引先の販売成功
例が共有化でき、「この生協ではこういう取
組を行ったら販売量がすごく伸びた。それで
は他の生協でも今後取り組んでみよう。」等
の情報の共有化ができていると思っていま
す。
　GAPへの取組については、色々と難しい
面がありますが、基本は、私達農業者は、食
べ物を作っているんだとの意識の共有化だと
思っています。食べ物を作っているのだか
ら、こういうことをしてはいけないとの認識
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の下に、多少のリスクはありますが取り組ん
でいます。基本的には食べ物を作っているこ
とを組合員みんなが確認できれば、色々な取
り決めも一つ一つが少しずつでもクリアでき
ると考えています。
　このような取組によって、色々な事故に対
するリスクの軽減ができると考えています。
GAPの中では、個人編、団体編を作成し、
これを取引先と一緒になって合同点検を行っ
ています。

７　MNAシステムの導入

　私達は今後の展開として、「ＭＮＡシステ
ム」を導入した取組を展開していこうと考え
てきます。ＭＮＡシステムって書いたらすご
く大げさこととなりますが、実はまだシステ
ムにはなっていませんが、システムのＭの儲
かるというのは、農業者にはすごく重要なこ
とです。常に「もうからない」、「容易じゃな
い」と言う話ばかりですが、儲けることは必
要ことです。赤字の企業には社員は集まらな
い、農業も儲からなければいい後継者は育ち
ません。ただ「儲かる」と言う言葉が悪いこ
とと思われており、みんな言いませんが、私
は儲かることを前面に出して頑張っていきた
いと思っています。
　それから、Ｎの仲間づくりと、Aのアイデ
ンティティーの共有化です。自分達がどうし

てこういうものを作っているかです。この３
つはすごく必要であり、そのためにはどうし
たらいいかと言うことが重要です。

【Ｍ（儲かるシステム）とは】

　今のデフレの世の中で、野菜の単価を上げ
て、誰が買ってくれますか、それでは駄目だ
と思っています。単価を上げるのではなく、
規格について取引先を含めお互いの話の中で
簡素化していき、如何にして同じ収入の中で
所得率を上げて行くかががすごく重要なこと
と考えています。そのために取引先との色々
な話し合いを進めていくのがすごく必要では
ないか思っています。
　当センターの組織体制のなかには資材部が
あります。資材を共同購入することによっ
て、少しでも安く仕入れて行くことが必要で
あると考えています。例えば、私の家で1,000
万とか2,000万の収入がある中で、同じ収入
であっても、当該地域の農家より100万でも
いいから儲かることを考えることが重要であ
ると思っています。
　さらに、規格の数を減らすことによって、
多少でも栽培する面積を増やすことができ収
入を増やすことができるのではないかと考え
ています。規格の数を減らすことは、生産者
以外の人の雇用にもすごく役立ちます。例え
ばトマトだと、現状は市場で28～30位の規
格があります。取引先との話し合いで４つか
５つの規格にしますと、素人でも選果、選別
ができるようになることで、選別に農業者以
外の人で高い選別技術を要しない人を雇用す
ることができ地域の活性化ができるのではな
いか考えています。

【Ｎ（仲間づくり）とは】

　農業で一番大事なのは「一人じゃできな
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い」ことです。当然、家族もそうです。特に
若い人は、いくらやる気のある人でも、地域
に１人か２人では農業は続けていけません。
一緒に酒を飲んで、バカなことを言って、そ
ういう仲間がいないと継続的な農業は維持で
きません。センターには、色々な地域から生
産者が集まっており、地域では１人か２人だ
けど、センターに来れば10人、20人、30人
と集まり、仲間達を大事にして行くことが必
要です。そういう意味でセンターの青年部と
か、また婦人部などが活発な活動が必要と
思っています。
　また、同じトマトやキュウリを作っている
生産部会を活発にすることが重要です。自分
達が栽培していく中で、どうしたら、ものす
ごくうまいものができるかなどを生産部会の
中で、意見が活発に出るようにして行くこと
によって、もっともっといい方向に生産活動
が進んで行くものと考えています。この部会
活動は、地域でセンターに入っていない農業
者達とも、色々なところで交流を深めること
も積極的に進めて行きたいと思っておりま
す。

【Ａ（アイデンティティー）とは】

　アンデンティティーには、基本理念の共有
化、それが大変重要なことと思います。自分
達が農業をしていて、何が一番大切なことだ
ろうか、食べ物を作っている意識というのが
大変重要なことです。それには、交流の中で
期待されたり、褒められたり、そうすること
によって、自分達が誇りを持てるようにして
行くことが重要です。
　今までの農業で一番足りなかったものは、
例えば市場へ出荷しても、市場からいい話っ
てあんまり聞かないものです。ここが悪かっ
たから安かったとかいう話が多いのですが、

産直をやっている中では、「おたくの作った
もの、おいしかったよ」、「今度は来るのを
待っている」とか、そう言うことを聞くと生
産者はすごくうれしいものです。そういった
取組をすることが非常に重要ではないか思っ
ています。
　儲かっている仲間がいるだけでは、オレオ
レ詐欺の仲間と変わりありません。儲かって
いるだけの彼らには誇りがありません。誇り
を持てる仕事が非常に重要なことと思いま
す。いくら儲かったと言っても、いくら仲間
がいても、誇りを持てない職業ではやりがい
ありません。我々が一番大事にしたいのは、
誇りを持てる農業者になるってことだと思い
ます。そのためには、消費者とともに、自分
達の価値観を持つことが非常に重要なことと
思っています。
　そういう中で、私達が今一番誇れるものは
色々ありますが、産直センターでは30品目
以上作っており、半分以上が消費者との交流
の中で生まれた野菜で、売上げの半分以上も
そういった野菜の販売で売上げを上げていま
す。

８　センター活動の評価と希望

　私達のところはキュウリの産地であり、深
谷ネギ、ヤマトイモの産地でした。センター
を設立し産直を始めたころは、みんな青いト
マトを出荷していましたが、「赤いトマトが
食べたい」と言われて、完熟トマトに挑戦い
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たしました。近くの数名のトマト農家に「頼
むから作って」と言って、作ってもらいまし
たが、すごくそれが好評で、どんどん栽培面
積が増えていきました。たちまち地域のキュ
ウリ農家があんまりいなくなりました。ここ
はキュウリの産地でしたが、キュウリの生産
者であった方がトマトを作っており、現在、
トマト部会の会員は30名近くいますけども、
半分以上は元キュウリの農家で、昔からトマ
トを作っていた農家ではありませんし、産直
センターの組合員になってトマトを作った、
そういう農家が多くいます。トマトがある程
度軌道に乗ったら、次に、「イチゴを作って
ください」とか、「ミニトマトを作ってくだ
さい」とか。このようなことから、現在では
30品目に及ぶ品目を生産しています。
　このことがすごく重要で、交流を行うこと
はすごく大変で、仕事を休んで消費者と一緒
に色々な話をしたり、またバイヤーとの話な
ど、それはすごく大変なことです。
　しかしながら、交流の中で新たな作物が見
つかったりすることによって、産直センター
も大きくなり、生産者も鍛えられ、後継者も
育ってきて組織が大きくなりました。こう
いったことから、消費者等と交流することは
すごく重要なことと思っております。
　現在、私達が取引している生協は、北は北
海道から、西は名古屋の東海コープまであり
ます。元々は地元の埼玉の生協との取引でし
たが、埼玉生協が、こういう産地があると紹
介してくれ、自分達で開拓した取引先ではあ
りません。取引先からの紹介で、「ここの産
地はいいものがあるから、取引した？」との

紹介を受けた生協が取引してくれるようにな
りました。現在の産直センターの取引先のほ
とんどは、取引先から取引先へ紹介されたと
ころとなっています。
　また、地元の量販店についても、量販店の
方から、取引したいという申し込みの中で始
まりました。農業というのは、まじめに生産
に取り組んでいれば向こうから来るので、す
ごく自信を持っており、それが信頼とか信用
とか絆ではないか思っています。絆というの
は自然にできるものではなく、お互いに交流
などによって一つの糸ができるのではないか
と思っています。お互いに進む方向が一緒
で、同じように動いていると糸が繋がって行
くものであって、立ち止まってただ待ってい
ると、糸は切れるし、思いが違えば、いつに
なっても糸は繋がらないと思います。絆とい
うのは、お互いに求めるものが一緒で、同じ
歩調で動くことによって、大きな絆ができる
と思っています。そのためには、一つ一つ着
実に、誠実に前へ進んでいくことが一番重要
なことかと思っています。
　当センターの活動は、38年間、産直活動
の中で生産を続けて来ましたが、後継者であ
る産直２世が育ってまいりました。私の息子
も就農し、センターの理事には２世が理事に
なって経営の中に入って来ました。
　最後に繰り返しなりますが、面倒くさがら
ず消費者等との交流をして行き、一つ一つ誠
実に応えて、まじめにやっていけば、農業と
いうのはすごく未来のある産業かなとは思っ
ております。これが私の結論であり、夢であ
ります。
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エコファーマー

１　マルチファームの経営展開

　マルチファームが立地する深谷市血
ちあらいじま

洗島
は、夏は著しく暑い一方、冬は赤城おろしが
強い所です。しかし日照量が多く、利根川右
岸の肥沃な沖積土壌からなる農耕適地です。
地域の平均耕作規模は70～80aですが、露地
では地域特産のネギやホウレンソウ、施設栽
培ではイチゴやきゅうり等の生産が盛んな集
約的な野菜産地です。
　私は早くに両親を亡くし、昭和48年に地
元の農業高校を卒業と同時に１人で農業を始
めました。親から引き継いだ耕地は50a程で、
地域の主力作物であるネギ、ホウレンソウを
栽培していましたが、就農半年後には360坪
のハウスを建設し、きゅうりの生産も開始し
ました。32歳の時には500坪の大型ハウスを
建設し、ミニトマトの栽培を本格化させ、そ
れ以来26年間にわたりトマトの連作を続け
ていることになります。
　施設によるミニトマト栽培に熱中すると、
露地畑の管理がおろそかになりましたが、折
からの農産物の輸入拡大機運の中でこれでは

全国エコファーマーネットワーク幹事
埼玉県 マルチファーム代表　福島　政治

マルチファームの経営概要
（平成24年度全国交流会現地研究会）

まずいと、やがてパートも頼み露地野菜の生
産にも力を入れはじめました。それからしば
らくして平成10年には、農業大学校を卒業
した息子が就農し、1,500坪の加温型硬質フ
イルムハウスも建設し、本人の希望で主に施
設栽培を担当するようになりました。後継者
を得たあとは経営規模拡大の条件が整い、耕
作放棄地の借用も順次増加し、現在畑地は約
10ha（約80筆）、施設栽培面積も60aを超え
るまでに拡大し、農作物の年間販売額も年々
増加しています。
　本ファームの労働力は、栽培管理業務主体
の従業員が７名（うち男性６名）、出荷調整
主体の年間雇用型のパートが13名（うち男
性１名）で対応しています。農作業の労力不
足を補うため、機械化による省力化を進めて
おり、小型機ですが、全自動播種機（ネギ、
枝豆用）、全自動移植機（ネギ、枝豆用）、ハー
ベスター（枝豆用）、選別機（枝豆用）、半自
動ネギ剥き等による機械化を進めています。
また、コマツナの出荷調整作業の２割は外部
に作業委托を行い、ミニトマト及び枝豆の
パック詰め作業は全て埼玉産直センターに委
託しています。
　経営規模拡大の背景には、私が参加してい
る埼玉産直センターが流通・販売部門を一括

マルチファームの全景（遠くに赤城山） 頼りになるマルチファームのメンバー達
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して引き受けてくれ、生産活動に専念できた
ことが大きく、昨今地域での不耕作地の増加
や、生産効率を上げる観点から、さらに経営
規模の拡大を模索しています。

２　マルチファームの野菜生産の概要

　現在の作付面積は、２毛作や部分的には年
に２回作付けするコマツナ、さらには無加温
ハウスの高度利用もあるため、延べ15haほ
どになります。当ファームの主力作物です
が、売上高からみるとミニトマトとネギ、コ
マツナがそれぞれ周年出荷され３割弱づつを
占めています。
　生産体系を概観しますと、まず施設ミニ
トマトのうち加温型ハウス（1,000坪）では、
８月の上旬と中旬の２回に分けてトマトを
定植し、９月から翌年７月まで収穫をしてお
り、反収は約10トン強になっています。無
加温型ハウス（700坪）のミニトマトは７月
から定植を行い、８月下旬から11月下旬に
かけて収穫を行っており、反収は3.5トン程
度です。無加温ハウスはミニトマトの収穫後
も常に利用され、ブロッコリー（定植12月
上旬、収穫３月下旬～４月）やスナップエン
ドウ（定植11月下旬、収穫４月～５月中旬）
を栽培しています。

　他に育苗ハウス（200坪）もありますが、
ミニトマトの育苗（６月～７月）以外にも、
ネギの育苗（10月～翌年９月、1/3は圃場で
育苗）、ハクサイ・ブロッコリーの育苗（８
月～４月）、枝豆の育苗（３月～７月）があ
り、年間ほとんど空きががない状態です。な
お、育苗はセルトレー育苗方式で、トマトの
場合には接ぎ木を行っています。
　露地野菜は、作付規模の大きい順では、コ
マツナ（周年出荷）５ha、ネギ（周年出荷）
３ha、枝豆（７月～９月に出荷）２ha、ブロッ
コリー（１月～６月に出荷）1.5haを栽培し、
ほかにジャガイモ、タマネギ、ハクサイなど
も栽培し、全体の作付け作物数は10品目に
及んでいます。

３　こだわった栽培技術の一端

　私はエコファーマーの認定を受け環境にや
さしい農業を実践しています。エコファー
マーの認定には、私が参加している埼玉産
直センターでは、組合員のほとんどがエコ
ファーマーであり、31の作物別の部会毎に
栽培管理技術の研鑽を積み、作物毎に一定レ
ベル以上の農産物の生産を目指し、肥料は有
機質肥料を基本に、農薬の使用量も特別栽培
農産物に近いものにする取組をしています。
　土づくりには、各自で入手した堆肥を自家
で熟成を進めて利用し、肥料は埼玉産直セン
ター直営の肥料センターで各種有機物を発
酵させて製造したボカシ肥料を使っていま
す。このボカシ肥料の原材料は、果菜類の場
合と露地野菜の場合で異なり、前者の場合に
は山土、ゼオライト、皮粉魚粉、オカラ、蹄
角、米糠、綿実粕、バイムフード（発酵菌）、
トーゲン１号を使用しています。そして、肥
料センターでの研究により果菜類の種類、作
型（春作、秋作）によって肥料成分や分解速ハウスでのミニトマトの栽培
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度の違う原材料の配合割合が定められていま
す。露地野菜向けの場合にも独自の原材料が
用いられ、配合割合は一定していますが、圃
場の土壌の性質や作物の種類、作付時期によ
り、また土壌分析値なども参考にして散布量
を加減して使用しています。これら堆肥とボ
カシ肥料の併用により、微生物が多く住める
土壌をつくり、病原菌を死滅させるのではな
く、バチルス菌類等微生物の拮抗作用により
病原菌の割合を減らし、健全な作物が生産で
きるように努めています。
　マルチファームでは、堆肥の10a当たり年
間施用量は、ハウスでは４トン、露地では１
トンを基準としています。これに肥料養分と
しての働きも期待して施用するボカシ肥料
は、ハウスでは800kg、露地畑では300kgほ
どにしています。これら有機物資材は一般に
作物の収穫終了時に鋤込んでいます。なお、
堆肥は基肥として収穫終了時点で茎葉の残渣
物と一緒にすき込みますが、ボカシについて

は加温型の長期間収穫タイプのミニトマトの
場合には、基肥としての施用と２回にわたる
追肥とに分けて施し、これに有機質資材から
の肥効の落ちる秋口１回と冬場から春先の３
回は燐酸分の多い液肥による追肥も行い、年
間を通じて樹体の健康を維持する工夫を行っ
ています。
　無加温の短期間収穫型のミニトマトにあっ
ては、ぼかしによる追肥が1回、冬場の液肥
施用を１回行っています。施設ミニトマトで
は25年前から連作しているため、連作障害
を出さない工夫を行っています。加温型ハウ
スはミニトマトしか栽培しないため、夏場に
は約１カ月間に及ぶ太陽熱消毒が必須の技術
となります。その方法は、トマト収穫後残渣
のすき込みを行いますが、その際300㎏ /10a
相当の米糠も散布して中耕・攪拌し、バイム
フード、ソイルクリーンなどの微生物資材も
投与してビニール被覆を行います。これによ
り土壌微生物の活動を活溌化させ、いわば悪
玉菌を削減しています。萎凋病が出た際にト
マトの株間にネギやニラ等を混植して病害の
抑制を図っている方もあり、部分的に試した
こともあります。露地野菜の場合には単子葉
と双子葉による輪作を行うほか、枝豆を多く
作り、根粒菌（放線菌）による窒素固定ばか
りでなく、収穫時には専用のハーベスターに
より地際から切断し、根部を地中に残す工夫
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もしています。

４　今後の課題

　技術面の身近な課題としては、温暖化等の
気候変動に生産面でどう対応していくかで
す。日本一の酷暑地ともされる熊谷市に隣接
している当地でも、高温がトマトの生育に大
きな影響を与えています。また、昨今の異常
な集中豪雨によって畑での湿害からネギの軟
腐病が大発生したこともあります。ムラのあ
る自然現象への対応という難しさもあり、官
民による基本的な研究も必要でしょうが、そ
れでは手遅れですから、地域としてもどう対
応するか解決が迫られています。
　次に、耕作地の集約化の課題です。マルチ
ファームの経営耕地は約80筆からなり、圃
場整備がされていないことや借地が大部分の
ため、１筆が平均的には10aを超える程度で
分散しています。環境にやさしい農業の基本
は圃場毎の栽培履歴や圃場条件に応じた栽培

管理にありますので、GAPなどを通じた１
筆毎の管理に気を使っていますが、１筆の圃
場の小ささからくる非効率な農作業が問題で
す。
　また、大型機械が使えず、機械作業効率も
落ちます。現在の露地野菜中心の経営からみ
ると、もう一段の経営規模拡大を図らないと
機械投資面からも収益性の面からも問題があ
ります。農地の集約化による作業規模の拡
大、機械化による規模拡大を念願しており、
どのようにして進めるかは、多くの関係者の
意識改革が必要なだけに大きな課題です。
　当面最も解決可能性のある課題は、マルチ
ファームの法人化問題です。私が法人化の意
義として考えているのは、現在のような農業
経営体を地域に残し、地域の後継者を育て、
地域農業を安定的に維持存続して行くための
手段として当ファームの発展を考えれば、法
人化により組織を牽引していける人材育成も
大きな課題です。当ファームでは随分昔から
公的機関からの要請で短期研修生を受け入れ
てきましたが、３年前からは直接従業員の募
集を行い、現在20代の方を中心に５人の雇
用を行っています。これら意欲的な若者達が
将来とも地域の後継者として切磋琢磨して経
営体を担っていってもらうためには、法人化
が必要だと思っています。


